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本資料は、広域地方計画に位置づけるプロジェクトに関する近畿

圏広域地方計画協議会構成機関による平成２１年３月末時点での検

討の概要を骨子及び説明図表として整理したものであり、今後これ

を基礎として、更なる検討を加え、プロジェクトに関する記述内容

を中間整理に加えていくものである。 
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近畿圏広域地方計画 主要プロジェクト（案） 

 

【１．文化首都圏プロジェクト】 

 

■目的 

我が国の創生に関わる歴史・文化資産はもとより、伝統技術、景観・自然、

食等の日本を代表する資源である「本物」を大事にし、まちづくり、ものづく

り、ひとづくりに活かし、新たな「本物」を産み出す風土を醸成していく。ま

た、歴史街道、源氏物語千年紀事業を継承する「古典の日」関連事業、平城遷

都 1300 年祭のような関西の特色ある資源を活かした広域的な取組を多様な主

体の参加により展開し、「本物」の魅力や美しさを国内外に発信し、「本物」を

求めて訪れる人を増加させる。これにより、我が国を牽引する文化首都圏を形

成する。 

 

■具体的取組 

（１）「関西ブランド」の創造 

① 経済団体、有識者、行政等で構成する推進母体が、「本物」を大事にし、まち

づくり・ものづくり・ひとづくりにおいて活かし、新たな「本物」を産み出すことを

全ての人が共有するための「ほんまもん宣言（仮称）」を策定 

② 市民の理解と参画を得つつ、関西の「本物」の資源を「ほんまもん（仮称）」とし

て選定又は認定する仕組みを創設。推進母体を中心に構成機関と連携して

「ほんまもん」への重点的支援、戦略的情報発信等を行い、「ほんまもん」を拡

大 

③ 実施に当たっては、関西各地のブランド力向上に向けた取組や歴史街道、関

西元気文化圏等の広域的な活動と連携・協働し、「関西ブランド」を国内外に

発信 

 

（２）記念行事を契機とした「本物」の活用・創造 

① 京都府、京都市、宇治市等において、2008 年の源氏物語千年紀を契機として、

１１月１日を「古典の日」とし、古典に学び、親しむための記念講演等の実施を

推進。世界文化遺産等を中心とした歴史的景観や文化的景観、風致の保全・

活用等のまちづくりを推進 

② 平城遷都 1300 年祭を契機として、平城京とゆかりのあった地域と連携し文化

交流を拡大させるなど圏域一体となった取組を推進。併せて、ならまちの歴史

的街並みの保存・活用、平城宮跡の保存・活用と周辺地域の回遊性の向上等

を推進 
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③ 「紀伊山地の霊場と参詣道」の世界遺産登録５周年を契機として、その価値を

再度国内外に発信し、次世代へ良好な状態で継承するための事業を実施 

④ 歴史まちづくり法の活用等を通じ、滋賀県彦根市をはじめ、京都市、兵庫県篠

山市、和歌山県高野町、大阪府富田林市等において城跡・寺社・町家等の歴

史的建造物の復原・修理等の歴史・文化を活かしたまちづくりを推進  

 

（３）「本物」の継承・活用・創造を担う人材の育成 

① 国宝・重要文化財等建造物の保存技術継承者の育成に必要となる多様な技

能習得機会を一元的に提供する仕組みを検討 

② 地域団体が中心となり、学生による熟練技術者からの「聞き書き」を通じ新たな

担い手の育成を目指す取組（大阪府東大阪市）等を推進することにより、「オン

リーワン技術」や独創的技術を次世代に継承 

③ 文化政策・まちづくり大学院大学（仮称）の設置構想の推進等により、文化や

地域づくりを担う先駆者の考えや知恵を継承する次世代のまちづくり人材を育

成する仕組みを確立 

 

（４）大規模地震等からの「本物」の保全 

① 地域住民、文化財の所有者・管理者、消防・防災機関等の連携を通じ、平常

時の訓練や災害時における消火活動、所蔵品の搬出・保全、観光客等の避

難・誘導等の対応を定める計画（文化財版ＢＣＰ）の作成等を検討 
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【２．関西の魅力巡りプロジェクト】 

 

■目的 

歴史・文化資産をはじめとする「本物」を最大限に活用し、アジア・世界に

通じる関西の観光の魅力向上や観光を通じた需要・雇用機会の創出につなげる。

このため、関西各地に長期滞在型観光にも対応しうる魅力的な観光資源を創出

する。また、圏域外との連携も視野に入れつつ観光資源を適切に組み合わせた

広域観光ルートを開発・整備し、複数の観光地を組み合わせた広報・旅行商品

化を図る「広域ツーリズム」を展開する。さらに、旅行者の利便性を圏域全体

で高めるとともに、観光のプロモーション活動を関西共同で展開する。 
 

■具体的取組 

（１）長期滞在にも対応しうる魅力的な観光資源の創出 

① 高野山の寺院群を核に街全体の修景を図る和歌山県高野町等の取組を推進

することにより、観光客が歩いて楽しめる「まちごと観光資源」を関西各地に創

出。京都の町家暮らし、堺の伝統工芸づくり等、地域の暮らしに根付いた文化

やものづくり等の非日常的価値の体験により旅行者の感性に各地の魅力を強

く訴求する「体験型・参加型・交流型観光」を関西全体に普及拡大 

② 大和三道や鯖街道等、歴史上重要な役割を果たした街道について、歴史街

道や日本風景街道といった広域的活動と連携しつつ、案内表示や歩きやすく

安全な歩道の整備、修景等や草の根でのまちづくりを推進 

③ ユニバーサル・スタジオ・ジャパンとの相乗効果が期待できるエンターテイメン

ト施設の誘致、劇場公演等の当日券を一覧性の下に安価に購入できる総合チ

ケットセンターの設置、エンターテイメントと地域の観光資源を組み合わせた新

たな観光資源の開発等により、都市型観光を推進 

④ 既存資源を発掘・再発見し、磨き・際立たせ、それらを結びつけて発信する

「大阪ミュージアム構想」のような複数市町村からなる地域全体を博物館に見

立てた取組を推進 

⑤ 「京都・花灯路」のような季節に影響されることなく集客できる新しい観光の魅

力を関西各地で創出すること等により、宿泊型・通年型観光を推進 

 

（２）多様で魅力ある広域観光ルートの形成 

① 宿泊施設や観光資源の魅力向上や域内交通・高速交通網等の整備により利

便性の向上を図る京都府丹後観光圏や食の魅力向上や全島統一の案内表

示の整備等を図る兵庫県淡路観光圏の整備に加え、それぞれの隣接地域と

の連携や新たな観光圏の創出を推進 
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② 京都市や高野町を訪れる欧米を中心とした外国旅行客の需要を調査・分析し、

他の地域の魅力も体験できる広域観光ルートを構築 

③ 関西国際空港を起点又は終点とし、関西や隣接圏の国際拠点空港や地方空

港を結ぶ広域観光ルートを形成するため、「ビジットジャパンキャンペーン地方

連携事業」等を活用しつつ、関係主体間の広域連携を推進 

④ 「瀬戸内・海の道ネットワーク推進協議会」を活用し、中国・四国圏との連携に

より、瀬戸内海各地に点在する観光資源を結びつけ、一体となって「せとうち」

の魅力を発信するクルーズの推進や旅客船ターミナルの整備等、圏域内外

の広域連携によるクルーズ振興により海上の広域観光ルートを形成 

⑤ 熊野古道を中心とした広域観光ルートについて、紀伊半島の関係機関が連携

し、高規格幹線道路等の必要な整備、景観の保全、一体的な情報提供等を推

進。地元企業等が主体となって、地域資源等を活かした旅行商品開発や外国

人観光客の受入体制の整備を推進 

⑥ 関係機関が連携して「世界ジオパークネットワーク」への加盟を目指す「山陰海

岸ジオパーク」について、地質遺産の保全を図りつつ、歴史・文化、温泉、食

等の資源を活かした「ジオツーリズム」を推進するとともに、移動時間の短縮と

滞在時間の増加につながる高規格幹線道路等の必要な整備を推進 

⑦ 西国三十三所等に代表される仕掛けを参考に、かつて宮都が置かれた関西

の 10 箇所の地を巡る広域観光ルートの構築を検討 

 

（３）観光利便性の向上と広域連携によるプロモーション 

① 関西国際空港や主要ターミナル駅等における案内表示等について、外国人

による「ひとり歩き点検隊」の点検を通じた改善点の把握、改善点を踏まえた

多言語化や統一表示の普及等により外国人がひとり歩きできる環境整備を推

進。神戸市のＮＰＯが主体となり福祉サービスと旅行業の連携を図る「ユニバ

ーサルツーリズム」のような障害者等が不自由なく観光を楽しむための取組を

普及拡大 

② 関西各地で行われている「ご当地検定」との連携や観光案内話術の養成講座

の実施等により、関西の歴史・文化、自然、食等の「語り部」人材を育成 

③ 「関西領事館フォーラム」の開催のほか、祇園祭等の日本を代表する祭

りや関西が誇る産業技術・研究成果等の「本物」を訪問・体験するツア

ーの実施等により、領事や海外の旅行会社・マスコミ等を通じて世界に

関西の魅力を発信 
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【３．次世代産業を創造する「知の拠点」プロジェクト】 

 

■目的 

アジア・世界を先導する次世代産業を創造するため、世界最先端の学術・研究開

発機能や国内有数の交流拠点機能を備え、才能ある人材が集まる拠点地区や広域

連携による拠点群を関西の「知の拠点」として構築する。また、次世代産業を担う人

材の定着と利便性向上のための環境整備を行うとともに、新たな産業の芽を創出す

ることにより環境変化に強い産業構造にする。 
 

■具体的取組 

（１）世界に冠たる次世代産業の育成 

①関西各地で展開されているバイオ分野の拠点群間の連携を推進。海外の拠

点群等との研究開発や産学官連携体制の充実・強化を推進 

② 神戸医療産業都市・彩都・京都市地域等が有する創薬・再生医療・最先

端医療機器等の特徴を最大限に活かし、研究開発力を高める「関西広域

バイオメディカルクラスター」を形成 

③ 大手家電企業・世界的電子企業や大阪府東大阪・八尾地域に代表される

中小企業群等の「ものづくり基盤技術」の集積を活かし、「未来型情報家

電」を最終製品とした産業拠点群を形成し、川上から川下までの企業間

連携等を推進。産学官で構成される「関西次世代ロボット推進会議」を

活用したロボットの産業・研究開発拠点間の連携を推進 

④ 関西文化学術研究都市等の環境・エネルギー関連の研究成果を活かし、

圏域内外の企業・大学・研究機関と連携することにより、新技術・新商

品の開発等を図る環境・エネルギー事業の創出・発展を推進。大阪湾ベ

イエリア等における先進的な環境管理技術をアジア・世界に発信し普及

を促進 

⑤ 「CrIS 関西（クリエイティブ・インダストリー・ショーケース in 関西）

の開催を通じコンテンツ産業を活性化し情報発信力を強化。産学官で構

成される「関西サービス・イノベーション創造会議」の取組を推進 

 

（２）次世代産業を担う人材の育成・集結 

① 大阪駅北地区において、次世代ものづくり産業や環境・エネルギー産業

を担う人材の交流やそれらの感性・技術の融合を通じ、新たな知的価値

を創出する知的創造拠点「ナレッジ・キャピタル」の整備を推進。併せ

て、アジア太平洋地域の情報の集積地となり世界の研究者が交流する拠

点形成に向けて検討 
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② 関西文化学術研究都市の研究機関及び関西の大学の連携により、次世代

産業を支える情報通信技術分野でアジア・世界を先導する専門技術者及

び研究者を育成する取組を推進 

③ 次世代産業を担う人材を集めるとともに、産業・研究開発拠点間の連携

を強化するため、圏域内外を結ぶ高速交通網を形成し、「日帰りビジネス

圏」を拡大 

 

（３）新たな産業の芽の創出 

① 大阪府立大学等の産学官が設立を目指す「食の大学院（仮称）」を核として、

最先端の食の知を集め、世界に通用する人材を育成する取組を推進 

② 中小・ベンチャー企業等の国内外の販路開拓を促進するために、映像配信を

行うＷＥＢサイト等を活用した販路開拓支援の仕組みを構築 

③ 地域の産業界と大学等の高等教育が連携し、地域課題の解決に貢献する

中核的な役割を果たす人材を輩出する仕組みの開発・実証等を行い、新

たな「知」の受け皿となる中堅・中小企業の実戦的な人材育成を推進 

④ 京都府南部の機械金属産業における企業連携とITの活用による試作品製

造と開発を効率化する経営革新事業のような取組を拡大し、独自の強み

を有する企業による新商品・新サービスの開発を推進 
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【４．大阪湾ベイエリア再生プロジェクト】 

 

■目的 

大阪湾ベイエリアを、「環境と成長」を基軸に世界を先導する「グリーンベイ・大阪

湾」の実現に向け、環境・エネルギー産業が集積し成長する産業拠点として、また、

阪神港・関西国際空港を中心とした港湾・空港機能と一体となった物流拠点として

充実させる。さらに、臨海部の特性を活かした快適性の高い空間を創出し、関西だ

けでなく隣接圏域をも牽引する強くて美しい地域を形成する。 
 

■具体的取組 

（１）「グリーンベイ・大阪湾」の実現 

①環境・エネルギー産業が集積し、成長する地域、低炭素社会を実現する先

進的な地域、高い国際競争力を有する事業環境を備えた地域、臨海部の

特性を活かした快適性の高い地域とすることを目指して、中長期的な視

点で効率的・効果的な土地利用を図るため、企業の需要を踏まえた産業

振興・誘導方策や国際競争力強化に向けた環境整備・広域連携方策を検

討し、その結果を踏まえ着実に実施 

 

（２）産業・物流機能の集積促進 

① 堺市臨海部において、新たに立地する環境･エネルギー産業と既存の高付

加価値産業等を支える企業群の連携を強化し、低炭素の新たな臨海拠点

を形成 

② スーパー中枢港湾である阪神港において土地の諸規制の緩和等により新

たな用地創出・土地利用の転換を進め、産業・物流機能の集積を促進 

③ 大阪港夢洲地区及び神戸港ポートアイランド第２期地区において臨港道

路等の整備や、総合保税地域の指定、高度で大規模な臨海部物流拠点の

立地等を促進 

④ フェニックス用地等の有効活用や低未利用の貯木場を活用した低コスト

で環境負荷の少ない新たな開発用地の創出のための技術開発等を推進 

 

（３）臨海部の特性を活かした快適空間の創出 

① 堺市臨海部において、多様な主体との協働による「共生の森」づくりを

推進するため、多様な生物の生息・生育する場としての人工干潟・浅場

等の自然環境や親水性の高い空間等を創出。また、国内最大の施設規模

を有するスポーツ交流拠点の整備を推進 

② 尼崎臨海部において、「２１世紀の森構想」を推進するため、多様な生物
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が生息・生育できる人工干潟等を創出するとともに、尼崎運河の再生の

ため水路沿いの護岸の修景、遊歩道等の整備を推進 

③ 大阪湾内の水上交通網の充実を図るとともに、住民の参加による地域振

興の取組を行う場としての「近畿みなとオアシス」の拡大を図るなど、

臨海部の賑わいを創出 
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【５．広域物流ネットワークプロジェクト】 

 

■目的 

物流に要する時間と費用の大幅な縮減により、関西の国際競争力を強化するた

め、圏域内外を結ぶ陸・海・空の広域的交通網を総合的に構築する。また、阪神港

や関西国際空港等を中心とした港湾・空港機能の充実と港湾・空港運営の効率化

に取り組む。さらに、高規格幹線道路等の物流網の整備・活用や日本海側港湾の

戦略的な活用を総合的に図り、関西が持つ高度かつ多様な集積をつなぐことにより、

総合的な競争力を一層高める。 

 

■具体的取組 

（１）港湾・空港機能の強化 

① 阪神港を含む大阪湾諸港における港湾諸手続の一元化・ＩＴ化や「大阪

湾ポートオーソリティ」の具現化等の包括的な連携施策を深化 
② 阪神港において、外貿コンテナ船や内航フェリーの大型化、RORO 船1の

需要増加に対応するため、埠頭の再編・集約・効率化等による港湾機能

の再編・強化や船舶への陸上電力供給システムを推進 
③ 堺泉北港において船舶の大型化・効率化による航路拡張等の環境・エネ

ルギー産業、鉄鋼業の活性化と低炭素を両立する社会基盤の整備 
④ 我が国唯一の完全 24 時間空港である関西国際空港において、地方空港と

の連携による国際航空貨物網の強化、海上輸送と航空輸送を組み合わせ

た輸送の普及・拡大を図り貨物需要の増加を推進 
⑤ 航空便を活用した高付加価値部品の国際輸送における高度かつ複雑な多

頻度小口物流の増加に対応するため、VMI2倉庫を活用したジャストイン

タイム3の配送に対応できる物流施設の立地を推進 
⑥ 関西国際空港における CIQ（Customs（税関）; Immigration（出入国管

理）; Quarantine（検疫））手続を円滑化し、所要時間を短縮化 
 

（２）産業・物流拠点をつなぐ物流網の強化 

① 大阪湾ベイエリア、京滋地域、奈良盆地地域、和歌山紀北地域等の産業・

物流拠点や阪神港・関西国際空港等を結ぶ高速交通網を強化 

                                                  
1 RORO 船：トレーラーなどの車両を収納する車両甲板を持ち、自走で搭載/揚陸できる構

造の貨物船 
2 VMI： Vendor Management Inventory の略称。納入業者が購入者に代わって在庫を管

理する仕組み 
3 ジャストインタイム：「必要なものを必要な時に必要な量だけ」生産・納入・配送するこ

と 
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② 関西と隣接圏域相互間の輸送効率化のため、利便性の高い交通結節点に

おいて物流・流通加工施設等の整備や輸出入関連企業の立地を推進 

③ 関西と隣接圏域との物流を支え、京阪神都市圏における大規模災害の発

生時においても高速性と信頼性を確保する高速交通網の整備を推進 

 

（３）環日本海地域を活かした物流機能の強化 

① 京都舞鶴港等において、大型船舶に対応可能な多目的国際ターミナル、

臨港道路の整備等を推進 

② 日本海沿岸地域間や京阪神都市圏との輸送時間・費用の縮減、災害時の

信頼性の確保に資する高速交通網の整備を推進 
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【６．ＣＯ2 削減と資源循環プロジェクト】 

 

■目的 

ＣＯＰ３やＧ８環境大臣会合を開催した圏域として、京都議定書目標達成計画に位

置づけられている削減目標の確実な達成と、「ＤＯ ＹＯＵ ＫＹＯＴＯ？」とともに「Ｄ

Ｏ ＹＯＵ ＫＡＮＳＡＩ？」として認知される先進的な低炭素社会の構築に向け、CO２

排出量削減に向けた広域的な取組を、その内容に応じた目標を共有しつつ、産・

官・学・民が一体となって推進する。また、CO２排出抑制にもつながる３Ｒによる適正

な資源循環の推進や府県の区域を越えた広域連携による廃棄物処理等を推進す

る。 

 

■具体的取組 

（１）ＣＯ2 削減に向けた「フォーラム」の開催 

関西の行政、民間団体、ＮＰＯ等が参加し、ＣＯ2 削減に向けた取組の情報共有や

ＣＯ2 の削減状況の把握を行うとともに、先進的取組の広域展開や関係機関の協

働方策等について議論し、それぞれの取組への反映やそれらの国内外への発信

を行っていくための場としての「フォーラム」の開催を、将来的な広域組織の設置も

視野に入れつつ検討 

 

（２）産・官・民一体となったＣＯ2 削減の推進 

① 世界最大級の太陽光発電所及び環境先進型コンビナートの形成、LRT 等の

公共交通の整備や街なかを乗り継げるレンタサイクルシステムの構築等による

新たな公共交通網を活かした都市構造の変革を図る堺市、及び生活様式の

転換に向けた取組、低炭素建築物の模範となる「平成の京町家」の開発等を

図る京都市に代表される先導的な取組を推進し、国内外へ発信 

② 京都府の「エコポイント制度」等、家庭での省エネルギー商品・サービス、新エ

ネルギー利用商品・サービスの購入と企業の森林整備等によるカーボンオフ

セットやＣＳＲ（企業の社会的責任）の取組を促進し、ＣＯ2 削減と環境意識の

向上を図る取組を拡大 

③ 燃料電池車・電気自動車の充電施設や水素・天然ガス・バイオ燃料の供給施

設等、次世代環境対応車の普及に向けた環境整備について、社会経済情勢

の変化を踏まえつつ、広域的な地域を視野に戦略的に検討・展開 

④ 渋滞緩和や公共交通機関の利便性向上によるＣＯ2 排出量の一層の抑制を図

るため、高規格幹線道路等の必要な整備や鉄道網の整備・機能強化を促進 

 

（３）適正な資源循環の推進 
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① バイオマスタウンの関西全体への拡大を図りつつ、間伐材や林地残材等の木

質系バイオマスの燃料化や生ゴミ利用によるバイオガス発電等の最先端の環

境技術を取り入れた建築物の整備を推進。下水汚泥由来のメタンガスを自動

車燃料に導入する取組を普及拡大 

② 神戸港、姫路港及び京都舞鶴港における廃自動車・廃タイヤ・廃プラスチック

等のリサイクル関連企業の立地やリサイクルポートの形成を官民連携の下に

推進し、圏域内外との廃棄物輸送を行う静脈物流網を構築 

③ 県内全域のレジ袋の有料化を実施する和歌山県の取組等、先進的な取組の

拡大により廃棄物の削減を推進 

④ ３Ｒの普及啓発を図る「３Ｒ推進近畿ブロック大会」の一層の活用 

⑤ 大阪湾フェニックス計画について、制度創設時からの社会経済情勢の変化を

踏まえ、事業・制度の改善に向けて検討し、広域的な連携により支えられた持

続可能な事業として推進 
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【７．水と緑の広域ネットワークプロジェクト】 

 

■目的 

大阪湾、琵琶湖・淀川流域圏や豊饒の「里海」としての瀬戸内海等の水環境

を再生するため、流域圏・海域が一体となって全体の目標設定と明確な役割分

担の下に対策を推進する。また、「都市の森」の保全を図りつつ、紀伊半島や

北近畿等の豊かな森林である「緑のヒンターランド」を圏域全体で享受できる

よう保全・再生し、生物の移動経路の連続性、国土保全機能、原風景の保全等

を確保する水と緑のつながりを圏域全体で構築する。これらを効果的に推進す

るため、人と自然のふれあいの確保や水文化の継承を図る。 

 

■具体的取組 

（１）大阪湾・琵琶湖等の水環境の再生 

① 琵琶湖・淀川流域圏において、南湖の再生、洗堰の試行操作、ビオトー

プ（ワンド）の形成・ヨシ原の再生、水田の魚類繁殖機能を取り戻すた

めの「魚のゆりかご水田」等の生態系の保全・再生に向けた取組、淀川

水系の下水処理場の高度処理化や合流式下水道の改善等を推進 
② 大和川流域において、多様な主体が協働・連携を図りながら水環境改善

意識を高め、流入汚濁負荷量の削減に向けた取組を推進し、河川浄化施

設の整備や下水処理場の高度処理化を推進。このような取組を他の流域

にも拡大 
③ 大阪湾沿岸において浮遊・漂着・海底ごみの削減を推進するとともに、

尼崎西宮芦屋港や堺泉北港等の浅場・干潟・藻場を創出 
④ 瀬戸内海において、浅場・干潟・藻場の創出等により、多様な魚介類が

生息し人々がその恵みを享受できる豊饒の「里海」を創生 
⑤ 円山川等において、失われた湿地、瀬淵等の自然を官民一体となって保

全・再生・創出 
 

（２）「緑のヒンターランド」の保全と「都市の森」の創生 

①「緑のヒンターランド」の保全・再生を府県の区域を越えて推進するため

の仕組みや具体的な将来目標を検討しつつ森林整備や「緑のヒンターラ

ンド」への交通利便性の向上を図り、森林が有する水源涵養・土砂災害

防止・余暇活動等の多面的機能を圏域全体で享受 
② 京阪神都市圏において、「近畿圏の都市環境インフラの将来像4」等を踏ま

                                                  
4 近畿圏の都市環境インフラの将来像：2006 年 8 月に都市再生プロジェクトの一環として

関係省庁及び府県政令市からなる検討会議が取りまとめた「近畿圏の都市環境インフラの
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え、大規模緑地の整備、大阪中央環状線「中環の森」等の沿道空間の緑

化、屋上・校庭緑化等による計画的な緑化と進捗状況の点検を推進 
 

（３）人と自然のふれあいの場の確保 

① 淀川や琵琶湖周辺等において、舟運や自転車道・歩道として水辺をつな

ぐ「みずベプロムナード」の整備を推進 
② 淀川三川合流地域等において、舟運・防災活動・環境学習の交流拠点と

なる「川の駅」、「湖の駅」等の整備を推進 
③ 琵琶湖周辺集落の地下水や集落まで引いた水路の水を利用した洗い場

（カバタ・カワヤ・カワト）の次世代への継承 
④ 海岸侵食により浜やせが深刻化した日本三景「天橋立」の砂浜を潮の満

ち引きという自然の力を利用した沿岸漂砂の移動により再生するとともに、

閉鎖性水域で汚濁物質が蓄積した阿蘇海において覆砂を行うことにより、我

が国を代表する景観を後世に継承 
⑤ 里地里山の優れた景観等を有する国立公園・国定公園において、散策路

や自然体験施設を整備・活用するとともに、住民等を対象とした案内人養成

講座を充実するなど、エコツーリズムの拠点づくりを推進 

                                                                                                                                                  
グランドデザイン」の中で提示されたもの 
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【８．関西を牽引する賑わい創出プロジェクト】 

 

■目的 

国内外の人・物・情報を関西に引き付け、その効果を圏域全体に波及させる。

このため、京都・大阪・神戸・堺の各大都市が、それぞれの有する個性や強み

を活かし、関西の成長を牽引する賑わい機能を確保・強化する。また、新たな

賑わいを定着させる生活環境づくりを目指し、都心居住や都市環境の整備を推

進するとともに、圏域内外において新たな人の流れを創出するため地方都市の

拠点機能の強化と交通網の充実強化を図る。 

 

■具体的取組 

（１）都市の賑わいの確保・強化 

① 京都都市圏において、建物等の高さ・意匠等のきめ細かな規制、眺望景観・

借景の保全、屋外広告物規制の強化や無電柱化等からなる景観政策を推進。

京町家について、再生・耐震化支援の推進、地域住民・ＮＰＯ・企業等による

活動を通じ、保全と利活用を推進 

② 大阪都市圏において、大阪駅北地区に、関西の交流・情報発信等の中枢拠

点にふさわしい機能と風格、水と緑があふれた空間を整備し、2012 年度中に

先行区域を完成。残りの区域について、環境を主題に連携や交流を創出する

都市型拠点を形成。大阪駅北地区と関西国際空港との間の交通利便性の向

上を推進 

③ 大川、土佐堀・堂島川、木津川、道頓堀川、東横堀川からなる「水の回廊」とそ

の水際地域において、中之島線の開業を契機とした中之島の再開発や道頓

堀川の水辺環境等の整備を推進 

④ 「水都大阪 2009」を契機とした文化活動やまちづくり、「大阪蔵屋敷ネットワー

ク」による市の開催を通じたまちづくり等、地域住民・ＮＰＯ・企業等による行事

の開催やまちづくり活動を推進 

⑤ 神戸都市圏において、デザインの視点から、街並み、暮らしの文化、ものづくり

の技術に磨きをかけ、新たな魅力と活力を創造する「デザイン都市・神戸」を推

進。都心・ウォーターフロントにおいて土地利用転換やそれらの回遊性向上、

魅力ある街並みや創造・交流拠点の形成を推進。これらの取組をユネスコ・創

造都市ネットワークを活かし世界に発信 

⑥堺市においては、「大阪湾ベイエリアプロジェクト」と一体となって、神戸都市圏と

並ぶ臨海部の新たな拠点を目指した整備を推進 

 

（２）地方都市の拠点機能と交通網の充実強化 
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① 大津市、奈良市、和歌山市、姫路市等の地方都市において、中心市街地の

活性化や駅前の市街地開発等を推進。大都市間の連携や大都市・地方都市

間の連携を強化する高規格幹線道路等の必要な整備や鉄道網の機能強化

を推進 

② 他のプロジェクトに掲げる歴史・文化を活かしたまちづくり、宿泊拠点の整備や

観光資源の魅力向上を通じた広域観光ルートの形成、次世代産業を支える企

業誘致や研究・開発拠点の形成等の地方都市の個性を活かした取組と一体

となって本プロジェクトを展開 
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【９．農山漁村活性化プロジェクト】 

 

■目的 

大都市と農山漁村との近接性をも活かし、二地域居住や一つの地域に住んでも

両方の魅力を享受する住まい方等の多様な生活様式が選択できるよう、都市と農山

漁村との共生・対流を推進するとともに、地域資源の再発見と高付加価値化等を推

進することにより、農山漁村の活性化につなげる。また、地方のどこに住んでも都市

的サービスが受けられる持続可能な地域構造への転換を図りつつ、農林水産業及

び農山漁村の多面的で公益的な機能を確保する。 

 

■具体的取組 

（１）都市・農山漁村交流圏の拡大 

① 都市・農山漁村交流のための先進的な取組を関西全体に拡大していくため、

例えば、関西版の都市・農山漁村交流ポータルサイトの構築等、先行取組地

域の経験・教訓を活かすための仕組みを検討 

② 大都市と関西の南北地域を結ぶ高規格幹線道路等の必要な整備を推進 

③ 滋賀県湖北地域における移住交流支援体制の構築や「水源の里」の再生に

向けた田舎暮らし体験（綾部市）、都市部に交流相手をつくり小規模集落との

交流を促す取組（兵庫県）等の取組を拡大することにより、都市住民の受入体

制の強化や受入環境の充実を促進 

④ 兵庫県養父市、奈良県十津川村、和歌山県白浜町等において、「子ども農山

漁村交流プロジェクト」を契機として、若者の関心を呼び込むことにより都市・

農山漁村交流を推進 

 

（２）広域連携等を通じた農山漁村資源の活用 

① 村が運営する「ブログ」システムを活用して全国各地と連携し、「じゃばら」の販

路拡大を図る取組（和歌山県北山村）、農山漁村資源を活かした「海と里の大

学」を軸とする都市部との交流（同県すさみ町）、伝統地場産業を活かした京

阪地域の学生との交流（奈良県吉野町）のような取組を拡大するなど、地域資

源を活用した圏域内外との広域連携等により「地域力」を向上 

② アジアを中心とする世界と直接つながり、農山漁村資源の活用可能性を広げ

ていくため、関西各地の農林水産物等の輸出を促進 

③ イノシシ、シカ等の有害捕獲個体を地域の有益な資源として活用するため、京

都府南丹市、兵庫県丹波市、和歌山県等のジビエ料理・食肉開発や大都市

部への販路開拓に向けた取組を拡大 

④ 「中部近畿地方カワウ広域協議会」を中心にカワウの広域被害対策を検討 
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（３）持続可能な農山漁村集落等の形成 

① 彦根市を中心とする地域、岡山県備前市と兵庫県の周辺市町村からなる地域

等において、地方中心市への医療・教育・交流等の生活機能の集約化・機能

分担を行いつつ、市町村間のつながりを強化する広域生活圏の整備を検討 

② 京都市左京区の地域住民が中心となって行う集落機能再編を見据えた将来

像づくり等、農山漁村集落における住民サービスを持続的に提供できる協力

体制の構築に向けた取組を推進 

③ 学生、地域団体が中心となり、高齢者等が語る地域の文化、慣習等を記録・保

存し、後継者による地域づくりに活用する和歌山県那智勝浦町の「むらの教科

書づくり」のような取組を圏域内に拡大し、集落のコミュニティの活力を維持・向

上 

④ 地域ＳＮＳ5を活用した特産品販売（兵庫県佐用町）やＮＰＯが行う地域情報番

組づくり（奈良県宇陀市）、過疎地域に居住する高齢者の生活利便性を向上

させるネットスーパー（和歌山県）等のＩＣＴ等を活用した取組を拡大し、コミュ

ニティの再生を推進 

⑤ 農林水産業の持続的発展のため、兵庫県三木市や滋賀県東近江市等で検

討されている、農地・用排水施設等の生産基盤や農業水利施設の適切な更

新・整備の取組を拡大 

 

                                                  
5 地域ＳＮＳ：ブログ（インターネット上で公開する日記風サイト）と電子会議室を組み合わせて、招

待制（友人の招待がないと参加できない）にしたもののうち、地域での利用、運用に重点を置いた

もの 
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【１０．広域医療プロジェクト】 

 

■目的 

緊急搬送に対応可能な交通網の整備、ドクターヘリの活用等により関西のど

こに住んでいても早期に救急医療が受けられる体制を確立し、地方都市、中山

間地等における救命医療空白地を解消するとともに、府県の区域を越えた広域

連携により医療の高度化・高質化を推進する。 
 

■具体的取組 

（１）救急医療 30 分圏域の実現 

① 救急車両により患者所在地から第三次医療機関まで概ね30分以内に患者を

搬送できる地域の拡大を図るため、高規格幹線道路等の必要な整備を推進 

② ドクターヘリが待機地から患者所在地まで概ね 30 分以内に到達できる地域を

拡大。大阪大学病院に配備されているドクターヘリを和歌山県の一部及び奈

良県で活用。和歌山県・奈良県・三重県・徳島県で広域に活用される和歌山

県立医大病院配備のドクターヘリの運行範囲を大阪府の一部まで拡大。京

都府・兵庫県・鳥取県の日本海側を中心とした地域においても新たなドクター

ヘリを配備・活用。既存のドクターヘリの滋賀県、兵庫県南部への活用や圏

域全体でのドクターヘリの共同運行について検討 

③ 消防・防災ヘリの活用、着陸場所の確保や夜間飛行の確立等を検討 

④ 地域の救急医療の充実を図るため、南大阪地域等において三次救急を担う

救命救急センターの整備を推進 

 

（２）医療機関の広域連携の推進 

① 周産期の救急医療について、府県内で救急患者の受入先が見つからない場

合であっても、当該府県で指定された「広域搬送調整拠点病院」と隣接府県

等の「広域搬送調整拠点病院」が協力して受入要請・調整・情報提供を行う仕

組みを圏域全体で構築。必要に応じ周産期医療以外の医療分野にも拡大 

② 福井県で開設予定の陽子線がん治療施設と、がん治療の高度な診断・治療

技術を有する医療機関が相互に連携し、副作用が少なく、高い治療効果が期

待できるがん治療を提供する仕組みを範として、高度な医療技術を必要とする

難病治療に対し、府県境や圏域を越えて機能分担する取組を推進 

③ 人々が快適で豊かに暮らせる安全・安心な健康社会を実現するため、神戸市

の「健康づくり支援システム」等、科学的根拠に基づく生活習慣病予防に関す

る情報提供等をＩＣＴを活用して行う仕組みを構築し、個人や医療機関が広く

活用するような取組を普及拡大 
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【１１．広域防災・危機管理プロジェクト】 

 

■目的 

東南海・南海地震やそれに伴う津波、都市部の直下型地震、さらには、地球

温暖化の影響等により増加の可能性が指摘される風水害、高潮等の様々な自然

災害に対応し、暮らしや産業等に与える被害を軽減するため、防災・減災対策

に取り組むとともに、危機管理体制を確立する。 

 

■具体的取組 

（１）戦後最大規模の洪水・高潮等への対応 

① 淀川、大和川において、流域特性や上下流の安全度を考慮しながら、洪

水調整施設の整備等による流出量の低減や河道整備による流下能力の向

上を図る総合治水対策等を推進。都市部における堤防の決壊による壊滅

的被害を未然に防ぐ高規格堤防の整備を推進 

② 大阪港海岸等において、大阪湾ゼロメートル地帯を防護する海岸堤防、

護岸等の耐震化や老朽化対策を推進 

③ 円山川・由良川・紀ノ川・熊野川等においても、流域特性や上下流の安

全度を考慮しながら、築堤、河道掘削等による流下能力の向上、及び堤

防の強化を推進 

④ 六甲山麓地域等において土砂災害の防止、緑豊かな都市環境の創出、自

然環境や景観の保全を図る防災樹林帯の整備を推進 

⑤ 局地的豪雨災害に伴う中小河川の氾濫被害を抑制するため、重大又は相

当な損害を生ずるおそれのある河川について、洪水予報河川や水位周知

河川への指定とそれに伴う危機管理体制の確立を図るとともに、河川管

理施設の改善や流域治水対策等を推進 

 

（２）東南海・南海地震等大規模地震への対応 

① 紀伊半島において被災による地域の孤立化を防ぎ、迅速な救援活動を実

施するため、非常時の代替・補完機能を有する高規格幹線道路等の必要

な整備を推進 
② 東南海・南海地震防災対策推進地域等における緊急輸送道路の橋梁の耐

震補強対策や堤防・河川構造物の耐震化を推進 
③ 和歌山下津港海岸をはじめ、東南海・南海地震防災対策推進地域の沿岸

域において総合的な津波浸水対策を推進 

④ 老朽木造密集市街地のうち特に地震時において大火の危険性が高い危険

な市街地（重点密集市街地）において、避難・延焼防止に有効な道路、
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広場、空地等の計画的整備や民間住宅の耐震性の向上、不燃化を推進 

⑤ 東南海・南海地震の海底地震観測網の整備を進めるとともに、同時発生に備

えた調査研究を実施 

 

（３）危機管理体制の確立 

① 京阪神都市圏における大規模地震災害に備え、堺泉北港堺２区において、

緊急物資の中継・分配等を行うための緑地・港湾広域防災拠点支援施設

や臨港道路、耐震強化岸壁及び臨時ヘリポートの整備を推進 

② 三木総合防災公園等において食料物資の備蓄、災害対策要員の集結・宿

営、救援物資の集積、配送機能を担うための施設整備に向けた取組を推

進 

③ 国と地方公共団体が連携して自然災害発生時の防災情報の共有化を図る

ため、「近畿情報ネット」の整備に向けた取組を推進 
④ 災害に対する危険度と災害時に避難活動を行うために必要な情報を示す

洪水、内水、土砂、津波・高潮に関するハザードマップを対象となる関

西の全市町村において作成 
⑤ 老朽化したため池の改修にあわせて、ため池に関する防災情報の的確な

伝達・共有化体制の整備やハザードマップの作成を行う兵庫県南あわじ

市や京都府京丹後市等の取組を普及拡大 
 


